※注　「官公庁等」とは、下記に掲げるものに限ります。

１　国、地方公共団体

２　国、地方公共団体と同等の発注機関として認める「特殊法人等」
⑴　公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律及び同法施行令に規定されている特殊法人等
⑵　組織に地方公共団体が加わっている特別地方公共団体（一部事務組合）
（例）・名古屋港管理組合（愛知県、名古屋市）
 ・愛知県競馬組合（愛知県、名古屋市、豊明市）
 ・公立陶生病院組合（瀬戸市、尾張旭市、長久手市）
⑶　地方公共団体が設立した特別地方公共団体（一部管理組合）
　　（例）・△△環境管理組合
⑷　個別の法律により地方公共団体が設立した法人
　　（例）・○○市土地開発公社（公有地の拡大の推進に関する法律）
・○○市住宅供給公社（地方住宅供給公社法）
⑸　地方公社
　　地方道路公社法に基づく道路公社
　　（例）愛知県道路公社、名古屋高速道路公社
⑹　認可（指定）法人
　　公共（益）施設を設置又は整備する機関で、個別の法律により国の認可、指定等を受けた法人
　　（例）・日本下水道事業団（日本下水道事業団法）
・中部国際空港株式会社（中部国際空港の設置及び管理に関する法律）
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≪注意事項≫
１　旅客鉄道株式会社各社は、該当しませんのでご注意ください。
２　自治体が出資している法人（いわゆる第３セクター等）であっても、個別の法令により「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」に定める「公共工事」を発注することが認められる法人に限られます。
